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1 研究の背景と目的                  

本研究では,衰退の傾向にある我が国における地方都市

中心市街地の土地建物利用の更新に着目する。そこには,

個々で営業する老朽化した旧来の商業施設や住宅が立地

し 1),土地建物の双方に複雑な権利関係を有するものが多

い 2)。特に共有地では,権利関係が複雑化し,相続人の把握

が困難となり,事業の進捗に影響を及ぼす場合がある 3)。 

 本研究では,大分県津久見市の宮本共有組合(以下,組

合)が地主となり,管理運営を行っている宮本共有地を対

象とする。そこは,地方都市の共有地であるが,民間団体

による新規参入注 1)が確認できる。 

 そこで,本稿その 2 では,宮本共有地を対象に組合と共

有地の実態を把握する。さらに,民間団体による新規参入

の利用経緯と意向を把握し,共有地における土地利用の更

新を促進する要件を明らかにすることを目的とする。 

2 研究の方法                     

文献調査と組合へのヒアリング調査から,組合と共有地

の変遷と仕組みを把握する。さらに,現地調査から,宮本

共有地の土地建物利用状況を把握する。次に,新規参入し

た民間団体にヒアリング調査を行い,新規参入の利用経緯

と共有地に対する意向を把握する。これにより,共有地に

おける土地利用の更新を促進する要件を明らかにする。 

3 組合と宮本共有地の実態               

3.1 組合と宮本共有地の変遷 

組合と宮本共有地の変遷を把握するために,文献調査と

組合へのヒアリング調査より,宮本共有地に関する年表を

作成した(表 1)。 

1898 年,組合は 

組合員数 82 名で 

発足し,宮本共有 

地は,組合員が商 

店街を形成するた 

めに,土地を埋め 

立て完成された 4）。 

1916 年,日豊線開 

通やセメント工業 

の進出により, 津 

久見市全域で人口 

が増加した 5）。それに伴い組合員数は, 110 名と増加

し,1927 年に第二次海面埋め立て地も宮本共有地となった。

これより,宮本共有地は,津久見市の中心地として拡張し

てきたことがわかる。 

しかし,1960 年以降,津久見市の人口は減少し始め 5）,さ

らに国道 217 号線の開通により,買物客が郊外部へ流出し

た。これにより,商店街は衰退し始めたと考えられる。 

1970 年代に,組合は,将来相続人が膨大な数になること

が,土地売却の際,障害になると考え,組合員に相続人を一

人に定めさせ,信託登記を行った。これより組合は,将来

を見据えた運営体制を築いたことがわかる。 

3.2 組合と宮本共有地の仕組み 

 組合と宮本共有地の仕組みを図 1 に示す。現在の組合

員数は 99 名であり,その内市外居住者は 30 名である。こ

れは,組合員が市外に転出したり,相続人が市外に居住し

ているためである。 

宮本共有地の借地人は 120 名で地上権を持つため,第 3

者に建物や駐車場として賃貸することができる注 2）。また,

借地を組合に返還する際は更地にする必要がある注 3）。つ

まり,借地人は,借地を自由に利用することができ,組合と

同等の権利を有している。 

 組合は,組合員の高齢化や後継者不足により,宮本共地

の管理運営の継続が困難になることを危惧し,組合を解散

する意向である。そのため,2013 年から借地人に対し借地

の購入を勧めている。しかし,借地人が土地を購入したり

更地にするためには,購入費や解体費が必要となり,円滑

に土地売却を進めることは困難な現状である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 宮本共有地における土地建物の利用状況 

 宮本共有地の土地建物の利用状況の資料注 4）と現地調査

より,土地建物の利用分布図を作成した(図 2)。 

表 1 宮本共有地に関する年表 

図 1 組合と宮本共有地の仕組み図 
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 宮本共有地は,店舗併用住宅が 43.6%を占め最大であり,

次いで住宅が 18.6%,店舗が 12.1%となっている。 

 店舗併用住宅では,借地人が,居住部分と店舗部分の両

方を利用する場合や,借地人が居住し,第 3 者に店舗部分

を賃貸する場合がある。また,店舗併用住宅の【一部利用】

では,借地人が 1 階を店舗,2 階を住宅として利用していた

が,店舗閉店後,1 階が空き店舗の状態になった場合である。

住宅と店舗では,借地人が利用する場合だけでなく,第 3

者が貸家や貸店舗として利用する場合がある。 

 以上より,宮本共有地では,土地建物所有者と実際に建

物を利用する人が異なる場合があるため,大規模な都市再

開発は困難であると考えられる。しかし,第 3 者が借地人

から賃貸し,居住したり,店舗経営する建物利用も確認さ

れたことから,借地人の承諾があれば,部分的な利用更新

は可能であると考えられる。 

4 宮本共有地における新規参入の利用実態         

4.1 新規参入者の利用経緯 

 新規参入した民間団体注 5)へのヒアリング調査より,新規

参入の利用経緯図を作成した(図 3)。 

 民間団体の代表者を中心に,津久見市中心市街地に,市

民が集うための場を創る計画が立案された。【模索期】に

は,イベント実施が可能な広さであり,建物所有者がイベ

ント実施を承諾する等の条件から組合が所有する宮本共

有会館を選んだ。民間団体の代表者が,2004 年頃,個人で

宮本共有会館を利用していたことも,組合との交渉が円滑

に進んだ理由の一つであると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組合は【交渉期】に,民間団体の活動趣旨を考慮し,低

料金で賃貸することを決定し, 【準備期】に,トイレの整

備を自主的に行っている。これより,組合は民間団体の活

動に対して,協力的であることがわかる。 

4.2 新規参入者の宮本共有地に対する意向 

 民間団体の宮本共有地に対する利点は,組合が利用用途

方法に一切制限がなかったことを挙げており,組合が民間

団体に対して寛容であることがわかる。 

 民間団体は,共有地や組合に対し,問題を感じておらず,

今後も店舗を継続させる意向である。また,民間団体は,

将来,宮本共有地で,空き家・空き店舗を活用し新規店舗

を増やす取り組みを行うことを視野にいれている。 

 以上より, 民間団体は,宮本共有地における土地利用の

更新を促す役割を担える可能性があると考えられる。 

5 総括                         

 本稿では,大分県津久見市宮本共有地を対象に,共有地

における土地利用の更新を促進する要件を以下に記す。 

宮本共有地は,組合が運営体制を整えながら,管理運営

を行ってきたが,高齢化や後継者不足が深刻化する組合だ

けで,利用更新を図ることは困難である。しかし,借地人

が第 3 者に貸家や貸店舗として賃貸する場合もあること

から,借地人の承諾があれば,部分的な利用更新は可能で

ある。一方,新規参入した民間団体は,宮本共有会館を拠

点に,継続的にイベントを実施し,新規店舗増加の取り組

みを行うことを検討している。また,前稿その 1 で明らか

となった,物件や組合を知る仲介者の役割を担ったり,試

験的な店舗利用の企画者となり得る条件を有している。 

以上より,民間団体が組合に代わり,土地利用の更新を

図ることは可能であると考えられる。しかし,そのために

は,③組合や借地人の協力・理解が必要である。 
【補注】 

注1）1年以上継続的に利用されていなかった建物を,現在も利用している事例を新規参入と定義する。 

注2) 民法第265条より,地上権は「他人の土地において工作物又は竹木を所有するため,その土地を使用 

       する権利を有する。」と定められている。地上権は物権であるため,土地を直接的に支配する権利を    

    有し,地上権者は地主の承諾無く譲渡・転貸できる。 

注3) 宮本共有組合定款に定められている。 

注4) 宮本共有組合からの提供。 

注5) 民間団体「まちづくりツクミツクリタイ」は，大分県と津久見市が連携し,実施する「津久見観光周 

       遊性創出事業(平成27年度)」を民間でより主体的に運営,推進することを目的とした80名で構成さ 

       れる任意団体である。主な活動内容は,津久見市中心市街地でのイベント実施である。 
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図 3 新規参入者の利用経緯図 

図 2 宮本共有地の土地・建物利用分布図 
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